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３．平成23年度から交付申請・整備計画等で使用する事業名について（農業農村整備分）

農山漁村地域整備交付金 地域自主戦略交付金
戸別所得補償実施円滑化

基盤整備事業

１　基幹事業

かんがい排水事業 かんがい排水事業 水利施設整備事業（基幹水利施設整備型） ○ ○ ○

地域水田農業支援排水対策特別事業 地域水田農業支援排水対策特別事業 水利施設整備事業（排水対策特別型） ○ ○ ○

地域用水機能増進事業 地域用水機能増進事業 水利施設整備事業（地域用水機能増進型） ○ ○ ○

地域用水環境整備事業 地域用水環境整備事業 地域用水環境整備事業 ○

水質保全対策事業（一般型） 水質保全対策事業（一般型） 水質保全対策事業 ○ ○

基幹水利施設ストックマネンジメント事業 基幹水利施設ストックマネンジメント事業 水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） ○ ○ ○

地域農業水利施設ストックマネジメント事業 地域農業水利施設ストックマネジメント事業 水利施設整備事業（地域農業水利施設保全型） ○ ○ ○

経営体育成基盤整備事業（一般型） 農地整備事業（経営体育成型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（面的集積型） 農地整備事業（経営体育成型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（農業生産法人等育成型） 農地整備事業（経営体育成型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（排水対策型） 水利施設整備事業（排水対策特別型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（水利施設整備型） 水利施設整備事業（水利区域内農地集積促進型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（畑地帯担い手育成型） 農地整備事業（畑地帯担い手育成型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（畑地帯担い手支援型） 農地整備事業（畑地帯担い手支援型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（草地整備型） 草地畜産基盤整備事業（草地整備型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画等の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（畜産担い手総合整備型） 草地畜産基盤整備事業（畜産担い手総合整備型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（草地林総合整備型） 草地畜産基盤整備事業（草地林総合整備型） ○ ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画等の策定が追加要件

経営体育成基盤整備事業（通作条件整備型） 農地整備事業（通作条件整備） ○

（イ）地域水田農業再編緊急整備事業 地域水田農業再編緊急整備事業 農地整備事業（地域水田農業再編緊急整備） ○

（ウ）耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業 耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業 農地整備事業（耕作放棄地解消・発生防止基盤整備） ○

－ 農地整備事業（実施計画型） ○ ○ H23新設　旧農業農村整備事業実施計画費の一部

－ 水利施設整備事業（実施計画型） ○ ○ H23新設　旧団体営調査設計事業の一部

広域農業用水適正管理対策事業 広域農業用水適正管理対策事業 ○

地域用水環境整備事業 地域用水環境整備事業 地域用水環境整備事業 ○

水質保全対策事業 水質保全対策事業
総合農地防災事業（水質保全対策型）
水質保全対策事業

○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画等の策定が追加要件

農業集落排水事業 農業集落排水事業 農業集落排水事業 ○

集落基盤整備事業 集落基盤整備事業 集落基盤整備事業 ○

集落基盤整備事業（基幹水利施設整備型） 水利施設整備事業（基幹水利施設整備型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

（１）農業農村基盤整備事業

－

平成23年度以降

対象事業

交付申請・地域整備計画等で使用する事業名（仮）実施要綱の事業名称等（実施要綱別紙1）

平成22年度まで

（ア）経営体育成基盤整備事業

広域農業用水適正管理対策事業

備考

経営体育成基盤整備事業

－

交付申請・地域整備計画等で使用する事業名
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農山漁村地域整備交付金 地域自主戦略交付金
戸別所得補償実施円滑化

基盤整備事業

平成23年度以降

対象事業

交付申請・地域整備計画等で使用する事業名（仮）実施要綱の事業名称等（実施要綱別紙1）

平成22年度まで

備考交付申請・地域整備計画等で使用する事業名

集落基盤整備事業 集落基盤整備事業（用水再編型） 水利施設整備事業（農業用水再編対策型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

集落基盤整備事業（地域用水型） 水利施設整備事業（地域用水機能増進型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

集落基盤整備事業（水質保全型） 水利施設整備事業（流域水質保全機能増進型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

集落基盤整備事業（水管理省力型） 水利施設整備事業（基幹水利施設整備型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

集落基盤整備事業（基幹水利施設保全型） 水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

集落基盤整備事業（水利施設保全型） 水利施設整備事業（地域農業水利施設保全型） ○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画の策定が追加要件

○

（ア）防災ダム事業 防災ダム事業 農地防災事業（防災ダム事業） ○

（イ）ため池等整備事業 ため池等整備事業 農地防災事業（ため池等整備事業） ○

（ウ）湛水防除事業 湛水防除事業
総合農地防災事業(湛水防除型）
農地防災事業（湛水防除型）

○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画等の策定が追加要件

（エ）農地保全整備事業 農地保全整備事業 農地防災事業（農地保全整備事業） ○

（オ）地盤沈下対策事業 地盤沈下対策事業
総合農地防災事業（地盤沈下対策型）
農地防災事業（地盤沈下対策事業）

○ ○
経過措置として、平成２２年度の事業名で取扱い可能
営農目標推進整備計画等の策定が追加要件

（カ）農村地域環境保全整備事業 農村地域環境保全整備事業 農地防災事業（農村地域環境保全整備事業） ○

地域ため池総合整備事業 農地防災事業（地域ため池総合整備事業） ○

特定農業用管水路等特別対策事業 特定農業用管水路等特別対策事業 ○

農業用河川工作物応急対策等事業 農業用河川工作物応急対策事業 農地防災事業（農業用河川工作物応急対策事業） ○

土地改良施設耐震対策事業 農地防災事業（土地改良施設耐震対策事業） ○

農村災害対策整備事業 農地防災事業（農村災害対策整備事業） ○

中山間地域総合整備事業 中山間地域総合整備事業 ○

農地環境整備事業 農地環境整備事業 ○

農業用水保全の森づくり事業 農業用水保全の森づくり事業 ○

畜産環境総合整備事業 畜産環境総合整備事業 畜産環境総合整備事業 ○

農道整備事業 農道整備事業 ○

○

○

海岸保全施設整備事業（高潮対策） 海岸保全施設整備事業（高潮対策） ○

海岸保全施設整備事業（侵食対策） 海岸保全施設整備事業（侵食対策） ○

海岸保全施設整備事業（海岸耐震対策） 海岸保全施設整備事業（海岸耐震対策） ○ 市町村が行うもの

海岸保全施設整備事業（海岸堤防等老朽化対策） 海岸保全施設整備事業（海岸堤防等老朽化対策） ○ 市町村が行うもの

（イ）津波・高潮危機管理対策事業 津波・高潮危機管理対策事業 津波・高潮危機管理対策事業 ○ 市町村が行うもの

（ウ）海岸環境整備事業 海岸環境整備事業 海岸環境整備事業 ○ 市町村が行うもの

２　効果促進事業 効果促進事業 ○ ○

（１）農業農村基盤整備事業

農道整備事業

農地防災事業

中山間地域総合整備事業

（４）海岸保全施設整備事業

ア　海岸保全施設整備事業

・市町村が行うもの
・都道府県が行うもののうち以下に掲げるもの
１　農地海岸
　概ね総事業費が５０億円以上かつ防護農地面積が
500ha以上であること
２　漁港海岸
　概ね総事業費が１０億円以上かつ防護人口が150人
以上であること

農地環境整備事業

（ア）海岸保全施設整備事業

農業用水保全の森づくり事業

地域ため池総合整備事業

土地改良施設耐震対策事業

農村災害対策整備事業

特定農業用管水路等特別対策事業
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